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〔要　　　旨〕

１　近年野菜の輸入が漸増し，2005年では約300万トンと国内需要量約1,500万トンの21％を
占めるに至っている。輸入野菜を形態別にみると，生鮮野菜が100万トン強で増加傾向が
強く，次いで冷凍野菜が80万トン，その他がまとめて100万トン弱で，うちトマト加工品，
その他調製野菜が増加傾向にある。

２　輸入先国別にみると，中国からの輸入量が圧倒的に多く，全体の56.9％，165.4万トン
（05年）を占めて増加傾向にあり，輸入野菜全体の輸入増の主因となっている。２位は米
国の17.8％，51.7万トン（同）で，近年減少傾向にある。中国産野菜の価格競争力は強く，
全体輸入単価を押し下げ，生鮮ブロッコリー，スイートコーン（その他調製野菜）では主
力輸入先である米国のシェアを切り崩しつつある。

３　05年の生鮮野菜輸入量の上位10品目の価格を，国内卸売市場価格ベース（04年）で国産
品と比較してみると，すべての品目で国産品の価格が上回っており，にんにくを除く９品
目の単純平均で1.6倍となっている。

４　主要な輸入野菜は５品目とも近年（98～04年）輸入量シェア（＝100－自給率（％））が上
昇傾向にある。04年におけるシェアは，高い順にさといも（31.4％），たまねぎ（22.7％），
ねぎ（12.6％），にんじん（11.6％），キャベツ（5.3％）となっている。

５　国内野菜の生産量は，82年の1,678万トン以降減少が続き，05年では1,248万トン（82年
の74％）となった。これは，１人１年当たりの消費量の減少による需要減と，野菜輸入増，
生産者の高齢化による規模縮小等が複合的に生じた結果となっている。

６　国内野菜販売農家の規模拡大は，徐々にではあるが進んでいる。一方，野菜販売農家の
年齢層別の農業従事者割合の動向を見てみると，95年に28.5％だった65歳以上の割合は，
00年には34.8％に上昇しており，高齢化と後継ぎ（農業後継者）不足が進んでいる。

７　野菜生産の低コスト化はいずれの産地においても避けて通れない課題であり，そのため
には，機械化の一層の推進等が必要なものと考えられる。しかしながら，輸入産品との価
格差は非常に大きく，国内産品は鮮度や「安全・安心」を中心とする国産プレミアムを確
保しつつ，加工・業務用需要へも的確に対応していく必要がある。

野菜輸入の動向と課題
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近年野菜の輸入が漸増し，2005年では約

300万トンと国内需要量約1,500万トンの

21％を占めるに至っている。輸入野菜を形

態別にみると，生鮮野菜が100万トン強で

増加傾向が強く，次いで冷凍野菜が80万ト

ン，その他がまとめて100万トン弱で，う

ちトマト加工品，その他調製野菜が増加傾

向にある。

これは，プラザ合意後の円高基調のもと

で，バブル崩壊後のデフレ傾向のなかでの

消費者の低価格志向，および食の簡便化，

外部化の進展等が複合して生じてきたもの

である。輸入割合から輸入野菜の需要先を

見てみると，粗食料全体における輸入割合

が15％となっているなかで，家計消費需要

の輸入割合が２％，加工・業務用が26％と
（注１）

，

食の簡便化，外部化を担う加工業者，外

食・中食事業者の輸入割合が大きくなって

おり，輸入野菜の増加は加工・業務用需要

が牽引している。

国内野菜の産出額は，90年代以降農業産

出額の25％程度で推移し，稲作，畜産と並

ぶ基幹部門であり，米価の下落もあって04

年には24.6％とコメ（22.8％）を上回った。

しかしながら国内野菜生産量は，輸入野菜

増と国内消費減に挟撃され，全体としては

長期的な減少傾向にある。

そこで，本稿では近年における野菜輸入

の動向を整理するとともに，対応する国内

産地の動向を概観して，その課題について

確認してみることとしたい。

（注１）小林茂典（2006，13頁），指定野菜14品目
からばれいしょを除く13品目に関する推計値
（00年度）。なお，05年度の速報値では，加工・
業務用需要における輸入割合は32％と６ポイン
ト上昇した（07年１月聞き取り）。

（１） 野菜需給の長期的動向

国内野菜の生産量は，82年の1,678万ト

ン以降減少が続き，05年では1,248万トン

（82年の74％）となった。これは，１人１年

当たりの消費量の減少（89年の110.6kgが05

年には96.2kg）による需要減と，野菜輸入

増，生産者の高齢化による作付面積の規模

縮小等が複合的に生じた結果となっている。

１人１年当たりの消費量の減少は，食の

簡便化志向のなかでの若年層を中心とした

野菜離れが主因となっている。
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野菜の輸入量は85年ごろから徐々に増加

しており（第１図），このため，野菜の自

給率は89年には91.4％だったが，05年には

78.8％と傾向的に低下してきた。また，野

菜の作付面積は92年の63.1万haから減少傾

向が続いており，04年には51.9万ha（92年

の82％）まで減少している。

（２） 形態別の輸入動向

ａ　全体動向

近年における野菜輸入量の動向をみる

と，01年のセーフガード暫定発動（生しい

たけ，ねぎ）による生鮮野菜の減少を主因

に02年にはいったん減少したが，その後は

生鮮野菜の増加を主因に増加傾向にある

（第２図）。05年の輸入量は290.5万トンで，

生鮮野菜が111.4万トン（野菜輸入量全体の

38.3％），冷凍野菜が81.4万トン（同28.0％）

と，この２つで66.3％を占めている。次い

で，その他調製野菜47.4万トン（同16.3％），

トマト加工品21.6万トン（同7.4％），塩蔵等

野菜17.1万トン（5.9％），乾燥野菜5.5万ト

ン（同1.9％），酢調製野菜3.6万トン（同

1.2％），甘藷（生鮮・冷凍）2.5万トン（同

0.9％）と続く（輸入形態区分は農畜産業振興

機構による）。

輸入先国別にみると，中国からが圧倒的

に多く全体の56.9％，165.4万トン（05年）

を占めて増加傾向にあり，輸入野菜全体の

輸入増の主因となっている。２位は米国の

17.8％，51.7万トン（同）で，近年減少傾

向にある（第３図）。
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輸入量 
国内生産量 

資料　農林水産省「食料需給表」から作成 
（注）１　国内生産量＋輸入量＝国内需要量 
　　　　　　　　　　　　　　　（輸出量は僅少のため省略） 

２　０５年度は概算値。 
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第1図　野菜の生産量・輸入量・消費量の長期推移 

１人１年当たり消費量 
（右目盛） 

資料　農畜産業振興機構（２００５）「２００４年野菜輸入の動向」, 
ホームページ「ベジ探」から作成 
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第3図　国別野菜輸入量の推移 
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資料　農畜産業振興機構（２００６）『野菜情報』３月号から作
成 
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第2図　輸入形態別野菜輸入量の推移 
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輸入形態と輸入国をあわせてみると，近

年における野菜輸入量の増加は，中国から

の生鮮野菜の輸入増によってもたらされて

いる。

なお，06年５月に農薬等の残留規制の強

化（ポジティブリスト制の導入）があり，厚

生労働省検疫所の輸入食品モニタリング検

査では，農産・農産加工食品の当該違反件

数が06年度上半期93件（前年同期15件）に

増加した（厚生労働省資料）。しかしながら，

06年６～11月の野菜輸入量は130万９千ト

ン（同134万３千トンの△2.5％），中国から

は79万８千トン（同82万３千トンの△3.0％）

と，全体輸入量への大きな影響は出ていな

い。この減少の主因は，生鮮野菜輸入で主

力のたまねぎが中国の播種期の大雨により

作付減となったことによる（前年同期比△

２万５千トン，△13.8％）。
（注２）

ｂ　生鮮野菜

05年の生鮮野菜

輸入量の上位品目

とその輸入量をみ

ると，たまねぎが

35.8万トン（生鮮

野菜輸入量全体の

32.1％）とトップ

で，かぼちゃ12.2

万トン（同11.0％），

にんじん10.1万ト

ン（同9.1％），ね

ぎ7 .1万トン（同

6.4％），キャベツ

6.9万トン（同6.2％）と続き，これら上位5

品目で64.8％を占めている（第１表）。輸入

品目数は，全体で43品目ある（品目分類は

農畜産業振興機構による。以下同じ）。

これら上位５品目のうち，２位のかぼち

ゃを除く４品目は価格安定制度の
（注３）

対象品目

である指定野菜，かぼちゃは特定野菜とな

っており，上位10品目（同84.5％）でみる

と６位以下でも指定野菜１，特定野菜４と，

わが国の主要な野菜が生鮮形態での輸入対

象となっている。２位のかぼちゃの主力輸

入先国はニュージーランド（生鮮かぼちゃ

輸入量全体におけるシェア69％）で，日本と

季節が逆転する地域特性を利用した補完的

輸入となっているが，それ以外の品目は基

本的に国内産品と競合関係にある。

近年の輸入量の変化（99～05年）をみる

と，横ばいから減少傾向がみられるかぼち

ゃ（05年の輸入量は99年比0.8倍）を除く上

位４品目で大きく増加してきているのが特
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（単位　千トン，％，倍）

指定 

○ 
 
○ 
○ 
○ 
 
 
 
○ 

特定 

 
○ 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
 
○ 

品目 

たまねぎ 
かぼちゃ 
にんじん 
ねぎ 
キャベツ 
ブロッコリー 
ごぼう 
しょうが 
さといも 
にんにく 

上位１０品目計 

合計 
資料　財務省「貿易統計」から作成     
（注）１　指定, 特定欄は指定野菜１４品目, 特定野菜３２品目への該当状況。 

２　ねぎの（ａ）の数値は０１年のもの。 
３　ＮＺはニュージーランド, ＯＧはオーストラリアの略。　 
４　にんじんは｢にんじん及びかぶ｣, キャベツは｢キャベツ等あぶら菜属｣の数値。 
５　０５年の輸入量８位のメロンは除いた。 

第1表　生鮮野菜輸入量の変化と主要輸入先国 

２２３ 
１５４ 
５０ 
３０ 
４２ 
９１ 
７２ 
３４ 
１０ 
２６ 

７３２ 

９２０ 

９９年 
（ａ） 

３５８ 
１２２ 
１０１ 
７１ 
６９ 
６１ 
５８ 
３９ 
３２ 
３０ 

９４１ 

１，１１４ 

３２．１ 
１１．０ 
９．１ 
６．４ 
６．２ 
５．５ 
５．２ 
３．５ 
２．９ 
２．７ 

８４．５ 

１００．０ 

０５ 
（ｂ） 

１．６ 
０．８ 
２．０ 
２．４ 
１．６ 
０．７ 
０．８ 
１．１ 
３．２ 
１．２ 

１．３ 

１．２ 

中国（６２）, 米国（２３）, ＮＺ（１１）  
ＮＺ（６９）, メキシコ（１７）, トンガ（１０） 
中国（９０）, ＯＧ（４）, ＮＺ（３） 
中国（１００）, 韓国（０）  
中国（８６）, 韓国（１４）  
米国（７３）, 中国（２６）, ＯＧ（１） 
中国（８９）, 台湾（１１）  
中国（９９）, インドネシア（０） 
中国（１００）, トンガ（０）  
中国（１００）, 米国（０）  

（ｂ/ａ） 
×１００ 構成比 ０５年の主要輸入先国（シェア） 
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徴となっている。

主要輸入先国とその輸入先国間における

シェアをみると，かぼちゃと６位のブロッ

コリー（主力輸入先国は米国＜シェア73％＞）

を除く上位10品目においては，前記からも

推し測られるとおり中国が圧倒的に大き

く，総じてそのシェアを上昇させつつあ

る。

これは，中国産生鮮野菜の価格競争力が

圧倒的に強いことが主因となっているもの

と考えられる。05年の生鮮野菜輸入量の上

位10品目の輸入単価

（CIF価格）とその近年

における変化をみる

と，かぼちゃ，しょう

がを除く全品目におい

て輸入単価が低下基調

にあるなかで，たまね

ぎを除いて中国産品の

価格競争力が一番強く

（第２表），年々その競

争力を強めてきている。逆から言うと，

中国産品の低価格性とその進展による輸

入先国間でのシェアアップが，各品目の

平均輸入単価を低下させている。

米国が主力輸入先となっているブロッ

コリーにおいてさえも，中国産品はその

価格競争力よって年々輸入先国間におけ

るシェアを拡大しつつあり，米国産品の

シェアを99年の96％から05年には73％に

低下させた（中国産品のシェアは同３％か

ら26％に上昇）。

05年の生鮮野菜輸入量の上位10品目の

価格を，国内卸売市場価格ベース（04年）

で国産品と比較してみると，すべての品目

で国産品の価格が上回っており，にんにく

を除く９品目の単純平均で1.6倍となって

いる（第３表）。輸入生鮮野菜の国内流通

は卸売市場外流通が半分程度あり，
（注４）

実際の

価格差はこれ以上にあるものと考えられ

る。加工・業務用実需者が国産プレミアム

を認め，国産品のシェアが拡大する水準と

して考える価格差水準は，生鮮たまねぎで

1.1倍程度，生鮮にんじんと生鮮ねぎで1.2
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（単位　円/kg，倍）

指定 

○ 
 
○ 
○ 
○ 
 
 
 
○ 

特定 

 
○ 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
 
○ 

品目 
加工・業務用 
実需者の許容 
価格比 

たまねぎ 
かぼちゃ 
にんじん 
ねぎ 
キャベツ 
ブロッコリー 
ごぼう 
しょうが 
さといも 
にんにく 

資料　農林水産省（２００６）『平成１６年青果物卸売市場調査報告』, 野
菜政策に関する研究会（２００５）から作成 

（注）１　指定, 特定欄は指定野菜１４品目, 特定野菜３２品目への該当
状況。  
２　対象は, 国内１・２類都市の市場計。 
３　加工・業務用実需者の許容価格比は, 農林水産省の対象者ヒ
アリングによるもの。 

第3表　輸入生鮮野菜の国内卸売価格と国産品価格 
(２００４年)

９１ 
１４９ 
１１２ 
３４９ 
９１ 
３２０ 
１９７ 
５７６ 
１７８ 
１，１８８ 

国産品 
（ａ） 

６７ 
１４５ 
７７ 
１３５ 
７３ 
２３７ 
１１８ 
２８２ 
１０１ 
１４２ 

輸入品 
（ｂ） 

１．３６ 
１．０３ 
１．４５ 
２．５９ 
１．２５ 
１．３５ 
１．６７ 
２．０４ 
１．７６ 
８．３７ 

１．１０程度 
 ・・・ 

１．２０程度 
１．２０程度 

 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 
 ・・・ 

輸入品 
価格比 
（ａ/ｂ） 

国内卸売価格 

（単位　円/kg，倍）

指定 

○ 
 
○ 
○ 
○ 
 
 
 
○ 

特定 

 
○ 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
 
○ 

品目 

たまねぎ 
かぼちゃ 
にんじん 
ねぎ 
キャベツ 
ブロッコリー 
ごぼう 
しょうが 
さといも 
にんにく 

資料, （注）とも第１表に同じ 

第2表　生鮮野菜輸入単価の変化と主要輸入先国の輸入単価(CIF価格） 

３３．４ 
６４．１ 
５８．２ 
９１．５ 
５０．４ 
１６４．８ 
７１．５ 
６２．５ 
５０．２ 
９１．２ 

９９年 
（ａ） 

３０．８ 
７０．７ 
４３．３ 
８１．４ 
３７．７ 
１５１．７ 
４２．５ 
９８．１ 
４４．５ 
８８．１ 

０５ 
（ｂ） 

０．９ 
１．１ 
０．７ 
０．９ 
０．７ 
０．９ 
０．６ 
１．６ 
０．９ 
１．０ 

中国（２９）, 米国（２８）, ＮＺ（４０）   
ＮＺ（６８）, メキシコ（８５）, トンガ（６５） 
中国（４０）, ＯＧ（８０）, ＮＺ（８２） 
中国（８１）, 韓国（３２５）   
中国（３６）, 韓国（４６）   
米国（１６５）, 中国（１１２）, ＯＧ（１７２）  
中国（４１）, 台湾（５５）   
中国（９７）, インドネシア（１５２） 
中国（４５）, トンガ（１０５）   
中国（８７）, 米国（３８４）  

（ｂ/ａ） 
×１００ ０５年の主要輸入先国の単価 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

しょと３位のさといもは指定野菜，４位の

スイートコーンは特定野菜となっており，

上位10品目（同70.9％）でみると６位以下

でも指定野菜１，特定野菜４と，冷凍野菜

の形態でもわが国の主要な野菜が輸入対象

となっている（同表）。基本的に，すべて

の品目が国内産品と競合関係にある。

近年の輸入量の変化（99～05年）をみる

と，ブロッコリーとごぼうを除く上位10品

目すべての品目で横ばいから減少傾向にあ

るのが特徴となっている（同表）。これは，

輸入冷凍野菜市場が成熟期を迎えているこ
（注７）

とによるものと考えられる。

主要輸入先国とその輸入先国間における

シェアをみると，ばれいしょと４位のスイ

ートコーン（主力輸入先国はそれぞれ米国＜

シェア78％，64％＞）を除く品目において

は，生鮮野菜と同様に中国が圧倒的に大き

く（同表），総じてそのシェアが上昇しつ

つある。

これは，中国産冷凍野菜の価格競争力が

圧倒的に強

く，02年に

発生した冷

凍ほうれん

草の残留農

薬問題等の

影 響 か ら

「ほうれん

草等」のシ

ェアは半減

し た も の

の，中国政
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倍程度となっており，
（注５）

輸入品に対抗するに

は国産品のより一層の価格低下が求められ

ている。

次いで，主要な輸入形態である冷凍野菜，

生鮮換算す
（注６）

ると３位に浮上する乾燥野菜，

３位のその他調製野菜について輸入形態別

に詳細を見てみよう。

ｃ　冷凍野菜

05年の冷凍野菜輸入量の上位品目とその

輸入量をみると，ばれいしょが28.1万トン

（冷凍野菜輸入量全体の34.5％）とトップで，

えだまめ6.9万トン（同8.5％），さといも4.8

万トン（同5.9％），スイートコーン4.7万ト

ン（同5.8％），混合冷凍野菜3.2万トン（同

3.9％）と続き，これら上位５品目で58.6％

を占めているが，上位品目への集中度は生

鮮野菜より低い（第４表）。また，輸入品

目数も生鮮野菜より少なく14品目となって

いる。

これら上位５品目のうち，１位のばれい

（単位　千トン，％，倍） 

指定 

○ 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 

特定 

 
 
 
○ 
 
○ 
○ 
 
○ 
○ 

品目 

ばれいしょ 
えだまめ 
さといも 
スイートコーン 
混合冷凍野菜 
いんげん豆等 
ブロッコリー 
ほうれん草等 
えんどう 
ごぼう 

上位１０品目計 

合計 
資料　第１表に同じ    
（注）１　指定, 特定欄は指定野菜１４品目, 特定野菜３２品目への該当状況。 

２　０５年の輸入量７位のいちご, １１位のその他の豆は除いた。 
３　ＮＺはニュージーランドの略。 

第4表　冷凍野菜輸入量の変化と主要輸入先国 

２８１ 
７３ 
５２ 
５２ 
３７ 
３５ 
１５ 
４４ 
２０ 
４ 

６１３ 

７７３ 

９９年 
（ａ） 

２８１ 
６９ 
４８ 
４７ 
３２ 
３０ 
２３ 
２２ 
１７ 
８ 

５７７ 

８１４ 

３４．５ 
８．５ 
５．９ 
５．８ 
３．９ 
３．７ 
２．８ 
２．７ 
２．１ 
１．０ 

７０．９ 

１００．０ 

０５ 
（ｂ） 

１．０ 
０．９ 
０．９ 
０．９ 
０．９ 
０．９ 
１．５ 
０．５ 
０．９ 
２．０ 

０．９ 

１．１ 

米国（７８）, 中国（３）, カナダ（１６） 
中国（４５）, 台湾（３４）, タイ（１６） 
中国（１００）, フィリピン（０） 
米国（６４）, ＮＺ（２６）, タイ（７）   
中国（５３）, 米国（２９）, ＮＺ（１７） 
中国（６９）, タイ（２６）, 米国（４） 
中国（６２）, エクアドル（２４）, メキシコ（９） 
中国（５５）, ベトナム（２７）, 台湾（１２） 
中国（４３）, ＮＺ（３２）, 米国（２５） 
中国（１００）  

（ｂ/ａ） 
×１００ 構成比 ０５年の主要輸入先国（シェア） 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

府の監理強化等による改善（残留農薬違反

件数の減少）
（注８）

等により，全般的に輸入先を

変更するまでには至っていないことによる

ものと考えられる。05年の冷凍野菜輸入量

の上位10品目の輸入単価（CIF価格）とそ

の近年における変化をみると，ほうれん草

等とスイートコーンを除く全品目において

輸入単価が低下基調にあるなかで，スイー

トコーンとえんどうを除き中国産品の価格

競争力が一番強く（第５表），年々その競

争力を強める傾向にあるが，単価の低下傾

向は生鮮野菜よりは緩やかなものとなって

いる。そのなかで，ほうれん草等では価格

は高めながらベトナム，台湾からの輸入

量・シェアが増加・上昇しており，えだま

めでは同様に台湾，タイ，インドネシアか

らの輸入量・シェアが上昇傾向にあるのが

特徴的である。

ｄ　乾燥野菜

05年の乾燥野菜輸入量の上位品目とその

輸入量をみると，しいたけが8,375トン（乾

燥野菜輸入量全体の15.3％，生鮮換算8.4万ト

ン）とトップで，だいこん6,212トン（同

11.4％，6.2万

トン），たま

ねぎ6,040トン

（同11.1％，６

万トン）とこ

の３品目で全

体の37.8％を

占めるが，上

位品目への集

中度は生鮮野菜より低い。また，輸入品目

数も11と冷凍野菜より少なくなっている。

これら上位３品目のうち，１位のしいた

けは特定野菜，２，３位のだいこん，たま

ねぎは指定野菜となっており，乾燥野菜の

形態でもわが国の主要な野菜が輸入対象と

なっている。基本的に，すべての輸入品目

が国内産品と競合関係にある。

近年の輸入量の変化（99～05年）をみる

と，上位３品目ではしいたけが横ばいなの

を除くと，２，３位のだいこん，たまねぎ

は増加傾向にあり，05年の輸入量は99年に

比し，だいこんで1.1倍，たまねぎで1.2倍

となっているほか，その他の乾燥野菜が

1.1倍となっている。４位以下では，４位の

きくらげが微増傾向にあるほかは，５，６，

７位のかんぴょう，たけのこ，ぜんまいが

減少傾向にある。乾燥野菜の05年の全体輸

入量は，99年に比し横ばいとなっている。

主要輸入先国とその輸入先国間における

シェアをみると，３位のたまねぎ（主力輸

入先国は米国＜シェア65％＞）を除く品目に

おいては，ほとんど中国が独占しており，

近年そのシェアに揺るぎがない。米国が主

農林金融2007・3
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（単位　円/kg, 倍） 

指定 

○ 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 

特定 

 
 
 
○ 
 
○ 
○ 
 
○ 
○ 

品目 

ばれいしょ 
えだまめ 
さといも 
スイートコーン 
混合冷凍野菜 
いんげん豆等 
ブロッコリー 
ほうれん草等 
えんどう 
ごぼう 

資料, （注）とも第４表に同じ 

第5表　冷凍野菜輸入単価の変化と主要輸入先国の輸入単価(CIF価格） 

１１０．８ 
１８５．５ 
１１５．２ 
１３２．２ 
１７５．３ 
１３１．４ 
１８１．０ 
１０７．６ 
１２８．１ 
１１５．５ 

９９年 
（ａ） 

１０４．０ 
１７２．９ 
１０６．８ 
１３６．７ 
１６８．２ 
１０９．０ 
１４７．６ 
１５０．３ 
１２５．４ 
１００．３ 

０５ 
（ｂ） 

０．９ 
０．９ 
０．９ 
１．０ 
１．０ 
０．８ 
０．８ 
１．４ 
１．０ 
０．９ 

米国（１０４）, 中国（１０３）, カナダ（１１７） 
中国（１５０）, 台湾（２００）, タイ（１８２）   
中国（１０６）, フィリピン（１６７）   
米国（１３８）, ＮＺ（１３１）, タイ（１２４）   
中国（１９５）, 米国（１４６）, ＮＺ（１２０）   
中国（１０１）, タイ（１２７）, 米国（１２３）   
中国（１１９）, エクアドル（２００）, メキシコ（１８１） 
中国（１４２）,ベトナム（１４８）, 台湾（１８２） 
中国（１４０）, ＮＺ（１０６）, 米国（１２４）   
中国（１００）  

（ｂ/ａ） 
×１００ ０５年の主要輸入先国の単価 



力輸入先となっているたまねぎにおいてさ

えも，中国産品はその価格競争力によって

年々輸入先国間におけるシェアを拡大しつ

つあり，米国産品のシェアを99年の81％か

ら05年には65％に低下させた（中国産品の

シェアは同11％から20％に上昇）。

これは，乾燥野菜輸入品目の生産が東ア

ジアに特有のものが多いなかで，中国産乾

燥野菜の価格競争力が圧倒的に強いことに

よるものと考えられる。05年の乾燥野菜輸

入量の上位10品目の輸入単価（CIF価格）

とその近年における変化をみると，上位３

品目のうち１，３位のしいたけ，たまねぎ

において輸入単価が低下基調にあり（２位

のだいこんは横ばい），輸入量が減少傾向に

あるかんぴょう，たけのこでは上昇傾向に

あるのが特徴的である（ぜんまいは横ばい）。

ｅ　その他調製野菜

05年のその他調製野菜輸入量の上位品目

とその輸入量をみると，たけのこが11.2万

トン（その他調製野菜輸入量全体の23.6％）

とトップで，スイートコーン５万トン（同

10.5％），人参ジュース3.6万トン（同7.6％），

しょうが2.9万トン（同6.1％）とこの４品目

で全体の47.8％を占めるが，上位品目への

集中度は生鮮野菜よりやや低い。また，輸

入品目数も20と生鮮野菜より少なくなって

いる。

これら上位４品目のうち，３位の人参ジ

ュース（にんじん）は指定野菜，２，４位の

スイートコーン，しょうがは特定野菜とな

っており，その他調製野菜の形態でもわが

国の主要な野菜が輸入対象となっている。

すべての輸入品目が基本的に国内産品と競

合関係にある。

近年の輸入量の変化（99～05年）を05年

の輸入量上位８品目についてみると，１位

のたけのこが横ばい，２，６位のスイート

コーン，マッシュルームが減少傾向にある

以外は増加傾向にあり，ことに３位の人参

ジュースの輸入量は99年に比し６年間で

3.3倍と，健康食ブームを背景に輸入量が

急増している。その他調製野菜の05年の輸

入量は99年に比し，全体で1.4倍と大きく

増加してきている。

主要輸入先国とその輸入先国間における

シェアをみると，２，３位のスイートコー

ン，人参ジュース（主力輸入先国は米国＜

シェア79％，51％＞）を除く品目において

は，ほとんど中国が独占しており，近年そ

のシェアが上昇しつつある。米国が主力輸

入先となっているスイートコーンにおいて

さえも，中国産品はその価格競争力よって

未だ低位にあるものの輸入先国間における

シェアを拡大しつつあり，米国産品のシェ

アは99年の85％から05年には79％に低下し

た（中国産品のシェアは同0.7％から3.3％に上

昇）。

中国産その他調製野菜の価格競争力は，

必ずしも全品目で強いとは言えないが，05

年のその他野菜輸入量の上位８品目の輸入

単価（CIF価格）とその近年における変化

をみると，２，４位のスイートコーン，し

ょうがにおいて輸入単価が上昇傾向にある

以外は低下傾向にあり，その価格競争力を
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維持・強化しつつある。

（注２）農畜産業振興機構ホームページ「ベジ探」
輸入情報データベースから算出。原資料は財務
省「貿易統計」。なお，たまねぎの輸入減少要因
は，同機構『野菜情報』「東京都中央卸売市場に
おける入荷量・価格および輸入の動向」（06.4～
07.1）による。

（注３）指定野菜・特定野菜の価格安定制度は，野
菜価格の著しい低落により野菜の再生産が阻害
されることがないように，一定水準以下に価格
が下落したときに国・都道府県が生産者からの
負担金とあわせて補給金を交付して，生産者へ
の影響を緩和するもの。現在，指定野菜は14品
目，指定野菜32品目となっている。

（注４）小林茂典（2001，75頁）
（注５）野菜政策に関する研究会（2005）関係デー
タ編26頁。

（注６）藤島廣二（1997，26頁），乾燥野菜の生鮮
換算率は10とされている。

（注７）菊池昌弥（2006a，14-15頁）
（注８）菊池昌弥（2006b，38頁）

（１） 主要野菜の輸入地位

次に，前記の輸入形態別輸入数量を主要

な野菜について名寄せ，合計して，それら

の各合計数量が国内需要量全体に占める割

合（輸入量シェア＝100－自給率（％））とそ

の推移を見てみよう。

主要な野菜の品目は，生鮮野菜輸入量の

上位品目（05年）でかつ指定野菜である，

たまねぎ，にんじん，ねぎ，キャベツ，さ

といもの５品目とし，たまねぎには乾燥た

まねぎ（10倍換算），にんじんには人参ジュ

ース，さといもには冷凍さといもを含める。

なお，関税品目「その他の塩蔵野菜（HSコ

ード071159.000）」の大宗は塩蔵たまねぎだ

が，数量・金額が特定できないの
（注９）

でここで

は含めない。

第４図のとおり，主要な野菜は５品目と

も近年（98～04年，以下本項において同じ）

輸入量シェアが上昇傾向にある。04年にお

けるシェアは，高い順にさといも（31.4％），

たまねぎ（22.7％），ねぎ（12.6％），にんじ

ん（11.6％），キャベツ（5.3％）となってい

る。なお，たまねぎの輸入量シェアが02年

にいったん大きく低下したのは，国内の単

収が平均収量対比で107となる豊作による

価格低下の影響などに
（注10）

よるものである。

この間，各品目の輸入単価（CIF価格，

加重平均）は総じて低下傾向にあった（第

５図）。

主要輸入野菜の近年における国内需給に

おけるポジションを整理すると，第６表の

とおりとなる。輸入野菜全体のポジション

は「国内需要減を上回って国内生産量が減
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資料　財務省「貿易統計」, 農林水産省「野菜生産出荷統計」
から作成 

（注）１　品目は, 生鮮野菜輸入量の上位品目（０５年）で指定
野菜である５品目。 
２　輸入量シェアは, 「輸入量／国内供給量（輸入量＋
国内生産量）×１００」。 
３　たまねぎには乾燥たまねぎ（１０倍換算）, にんじん
にはジュース, さといもには冷凍さといもを含む。 

３５ 
（％） 

３０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 
９８ 
年 

９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ 

第4図　主要野菜の輸入量シェア推移 

さといも 

にんじん 

ねぎ 
キャベツ 

たまねぎ 

２　主要野菜の輸入地位と

国内産地の動向



した」状態となっている。

（注９）農畜産業振興機構からの聞き取り。
（注10）ジェトロ（2003，223頁）。農林水産省『平
成14年度野菜生産出荷統計』21頁。

（２） 国内野菜産地の動向

ａ　主要輸入野菜の産地の動向

近年における主要輸入野菜の国内生産量

をみると，野菜全体の生産量と同様に一律

に減少傾向にある。これを国内各地域別に

分解して，98年産と04年産の収穫量（３か

年移動平均値）の増減でみると，各品目と

も全国10地域中ほとんどの地域で大きく減

少している（第７表）。

品目別にみると，たまねぎは，主要産地

（04年産の収穫量上位５県；生産量シェア

81.1％）が総じて横ばい傾向のなかで，佐

賀，長崎（九州）が増加しており，北海道，

兵庫，愛知ではその他の地域同様減少して

いる（沖縄を除く）。減少要因は，市場価格

の低迷，労働力不足等，佐賀での増加要因

農林金融2007・3
11 - 129

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

少し，その差を輸入が補充した」ものとな

っているが，主要野菜では，たまねぎ，キ

ャベツ，さといもが同様のポジションにあ

る。にんじん，ねぎにおいては「国内需要

量は横ばいだが国内生産量が減少し，輸入

品がそれに置き換わった」状態にある。な

お，かぼちゃでは「国内需要量の減少に対

応して，国内生産量と輸入量がともに減少

資料　財務省「貿易統計」から作成 
（注）１　品目は, 生鮮野菜輸入量の上位品目（０５年）で指定

野菜である５品目。 
２　輸入単価は「輸入量／輸入金額」。 
３　たまねぎには乾燥たまねぎ（１０倍換算）, にんじん
にはジュース, さといもには冷凍さといもを含む。 

１００ 
（円/ｋｇ） 

９０ 

８０ 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 
９８ 
年 

９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ 

第5図　主要野菜の輸入単価（ＣＩＦ価格）推移 

さといも 

ねぎ 

にんじん 

キャベツ たまねぎ 

資料　筆者作成       
（注）１　対象品目は, 輸入生鮮野菜の輸入量上位の指定野

菜５品目と輸入量２位のかぼちゃ６品目（０５年）。輸入
量には, 生鮮形態以外（乾燥, 冷凍, ジュース）の輸入
量を含む。       
２　需要・生産・輸入量変化は, 原則として９８～０４年間
のもの。      

第6表　主要輸入野菜のポジションと該当品目 
（１９９８～２００４年間の変化）  

該当品目 ポジション 

国内需要量の減少を上回って国
内生産量が減少し, 輸入増がそ
の差を補充したもの    

国内需要量は横ばいだが国内
生産量が減少し, 輸入品がそれ
に置き換わったもの 

国内需要量の減少に対応して
国内生産量と輸入量がともに減
少したもの   

たまねぎ, キャベツ  
さといも  
（野菜全体）  

にんじん, ねぎ  
 
 

かぼちゃ  

（単位　％）

北海道 
東北 
北陸 
関東・東山 
東海 
近畿 
中国 
四国 
九州 
沖縄 

全国計 

資料　農林水産省「野菜生産出荷統計」（各年度版）から作
成     

（注）１　品目は, 生鮮野菜輸入量の上位品目（０５年）で指定
野菜である５品目。     
２　数値は, （０４年度の収穫量ー９８年度の収穫量）/９８年
度の収穫量×１００（％）で, 算式中の収穫量は３か年
移動平均値。 

第7表　主要野菜の地域別収穫量の変化率 
（１９９８～２００４年度） 
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としては主に農協系統機関の指導や一部の

産地での定植機導入等が考えられる。
（注11）

にんじんは，主要産地（同；69.0％）では，

千葉と徳島（四国）が増加しており，北海

道，青森，茨城ではその他の地域同様減少

している。減少要因は，価格低下等や労働

力事情による規模縮小等が考えられる。
（注12）

ねぎは，主要産地（同；46.9％）では，茨

城と群馬が増加，埼玉が横ばいとなったも

のの，千葉，北海道ではその他の地域同様

に減少している。減少要因としては，価格

低迷等や労働力事情による規模縮小等が考

えられる。

キャベツは，主要産地（同；54.3％）が総

じて横ばい傾向のなかで，群馬，愛知，茨

城では増加したものの，千葉，神奈川では

減少している。減少要因としては，価格低

下等による作付面積減少等が考えられる。

さといもは，主要産地（同；46.3％，千

葉，宮崎，埼玉，鹿児島，栃木）でも，全国

10地域ベースでも軒並み大きく減少してい

る（横ばいの埼玉，栃木を除く）。減少要因

としては，価格の低迷や，労働力不足によ

る規模縮小等が考えられる。

このように，主要な野菜の国内産地は，

主として輸入品との競合による市場価格低

迷と，高齢化等による労働力不足に挟撃さ

れる形で生産量が減少しつつある。しかし

ながら，主要産地合計では横ばいを維持

（主要産地以外で減少）しているキャベツや

ねぎのように，品目と県，地域によって状

況が異なっていることに留意する必要があ

る。

ｂ　規模別農家数・作付面積の推移

露地野菜の作付面積規模別販売農家数お

よび作付面積の推移をみると，農家数ベー

スでは徐々にではあるが規模拡大が進みつ

つある。作付面積２ha以上の露地野菜販売

農家数割合は，90年の４％から00年には

６％に上昇し，作付面積ベースでは作付面

積２ha以上の露地野菜販売農家の作付面積

は90年の29％から00年には43％にまで上昇

した（第６図）。

施設野菜についても同様の傾向にあり，

作付面積50ａ以上の施設野菜販売農家数割

合は，同６％から13％に上昇し，作付面積

ベースでは作付面積50ａ以上の施設野菜販

売農家の作付面積は同24％から49％へと上

昇している。
（注13）

ｃ　野菜農家の年齢層別農業従事者割合と

後継者

野菜販売農家の年齢層別の農業従事者割

合の動向を見てみると，95年に28.5％だっ

た65歳以上の割合は，00年には34.8％に上

昇している。
（注14）
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１．０～２．０ １ha未満 

出典　野菜政策に関する研究会（２００５）関係データ編 
資料　農林水産省「世界農林業センサス」（経営部門別農家

統計） 

第6図　露地野菜の作付面積規模別農家数 
及び作付面積の推移　　 
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また，15歳以上の後継ぎ（農業後継者）

がいる単一経営農家の割合を見てみると，

00年に露地野菜で57 .3％，施設野菜で

53.6％だったものが，03年にはそれぞれ

54.7％，51.5％に低下してきている。
（注15）

野菜農家全体についてみると，高齢化と

同時に，後継ぎ（農業後継者）不足が進展

している。

（注11）農林水産省『野菜生産出荷統計』各年度版。
｢佐賀での農協系統機関の指導｣は，佐賀県産た
まねぎ生産量の67％（04年）を占める白石地区
農協における機械化一貫体系の導入促進，計画
出荷体制の確立等が考えられる。

（注12）農林水産省『野菜生産出荷統計』各年度版。
以下，ねぎ，キャベツ，さといもの減少要因に
ついても同じ。

（注13）野菜政策に関する研究会（2005）関係デー
タ編13頁。

（注14）（注13）と同資料，18頁。
（注15）（注14）に同じ。

現在，国内では農林水産省の主導で01年

度から主要な産地で「産地改革計画」が，

①低コスト化，②契約取引の推進，③高付

加価値化を各目標に策定・実施され，05年

度からは「産地強化計画」として09年度を

目標年次にして推進されている。

前記のとおり，中国産野菜が価格競争力

を武器に国内に流入し，市場価格の低下を

惹起して国内野菜の生産基盤を蝕んでいる

以上，野菜生産の低コスト化はいずれの産

地においても避けて通れない課題であろ

う。そのためには，機械化の一層の推進等

が必要なものと考えられる。
（注16）

筆者が訪ねた

長崎県下の農協では，たまねぎに関して全

自動移植機の導入による栽培面積増や，に

んじんに関して畑地の基盤整備（Ａ農協），

小型の機械化による省力化・低コスト化，

農協による収穫作業の受託による省力化

（Ｂ農協）等の取組みがみられた（06年10月

聞き取り）。しかしながら，輸入産品との

価格差は非常に大きく，国内産品は鮮度や

「安全・安心」
（注17）

を中心とする国産プレミア

ムを確保しつつ対応していく必要がある。

また，加工・業務用実需者への対応力強

化についても，的確に実施していく必要が

ある。しかしながら，大消費地に近接して

いるかどうか等，その産地の立地条件や特

徴によって事情は異なっており，各産地が

その立地条件を勘案した市場（顧客）標的

を的確に設定し，それに応じた施策を策

定・実施していくことが必要である。この

場合，一般に地産地消と表される地域内消

費の拡大も選択肢の一つとなろう。

自給率については，マクロ，ミクロ両面

から自給率向上協議会で協議・検討が行わ

れているが，輸入地位と産地の動向に品目

別に差異があるなかでは，生産から消費に

わたる具体的な品目別の対策が求められて

いるといえよう。

（注16）全畑面積のうち，幹線・末端農道整備済み
割合は74.2％，畑地灌漑施設整備済み割合は
20.1％（02年３月末），農林水産省『農用地建設
業務統計－平成13年度－』。
なお，当然のことながら，産地以外にも生産
資材価格等低コスト化の課題はあり，それらの
全体は，農林水産省「食料供給コスト縮減アク
ションプラン（案）」（2006.9）にまとめられて
いる。

（注17）国内産品の「安全・安心」の確保について
は，拙稿（2007）「食品の安全・安心を巡る動向
と課題」『調査と情報』１月号参照。
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